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平成２７年労第２５３号 

 

主  文 

本件再審査請求を棄却する。 

 

理  由 

 

第１ 再審査請求の趣旨及び経過 

１ 趣  旨 

再審査請求人（以下「請求人」という。）の再審査請求の趣旨は、労働基準監督

署長（以下「監督署長」という。）が平成○年○月○日付けで請求人に対してした

労働者災害補償保険法（昭和２２年法律第５０号）による遺族補償給付を支給し

ない旨の処分を取り消すとの裁決を求めるというにある。 

２ 経  過 

請求人の亡夫（以下「被災者」という。）は、平成○年○月○日、Ａ県Ａ市所在

のＡ県Ｂ連合会（現：Ｃ連合会（以下「本所」という。）Ａ県本部。以下「事業場」

という。）に採用され、電算課においてシステムの作成や修正の業務に従事してい

た。 

被災者は、平成○年○月○日、休日出勤するとして自宅から自家用車で出掛け

たところ、行方不明となり、同年○月○日、Ｄの駐車場において、車内で死亡し

ていたところを発見された。死体検案書によれば、「死亡したとき：平成○年○月

○日頃（推定）、直接死因：一酸化炭素中毒、死因の種類：自殺」であった。 

請求人は、被災者の死亡は業務上の事由によるものであるとして、監督署長に

遺族補償給付の請求をしたところ、監督署長は、被災者の死亡は業務上の事由に

よるものとは認められないとして、これを支給しない旨の処分をした。 

請求人は、この処分を不服として、労働者災害補償保険審査官（以下「審査官」

という。）に審査請求をしたが、審査官は、平成○年○月○日付けでこれを棄却し

たので、請求人は、更にこの決定を不服として、本件再審査請求に及んだもので

ある。 

第２ 再審査請求の理由 

（略） 
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第３ 原処分庁の意見 

（略） 

第４ 争  点 

本件の争点は、被災者に発病した精神障害及びその後の死亡が業務上の事由によ

るものであると認められるか否かにある。 

第５ 審査資料 

（略） 

第６ 事実の認定及び判断  

１ 当審査会の事実の認定 

（略） 

２ 当審査会の判断 

（１）被災者に発病した精神障害の有無及び発病時期については、決定書理由第２

の２（２）ア（ウ）において説示するとおり、当審査会としても、平成○年○

月中旬頃に「Ｆ３２ うつ病エピソード」（以下「本件疾病」という。）を発

病したものと判断する。 

（２）ところで、精神障害の業務起因性の判断については、上記１で引用した決定

書別添に掲げる厚生労働省労働基準局長が策定した「心理的負荷による精神障

害の認定基準について」（平成２３年１２月２６日付け基発１２２６第１号。

以下「認定基準」という。）を妥当なものと考えるので、以下認定基準に基づ

き検討する。 

（３）被災者の本件疾病発病前おおむね６か月間において、認定基準別表１「業務

による心理的負荷評価表」（以下「認定基準別表１」という。）の「特別な出来

事」に該当する出来事は認められない。 

（４）請求人は、業務による心理的負荷となった主な出来事として、被災者と一緒

に業務を担当していたＥ課長補佐が平成○年○月に本所に転勤となったため、

被災者が１人で業務を担当することとなり、そのほかの業務についても重ねて

負担が増えていたことなどを主張しているので、以下検討する。 

  ア 平成○年○月○日にＥ課長補佐が異動したこと 

請求人が主張する出来事は、認定基準別表１の「複数名で担当していた業

務を１人で担当するようになった」（平均的な心理的負荷の強度Ⅱ）、同「仕

事内容・仕事量の（大きな）変化を生じさせる出来事があった」（平均的な心
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理的負荷の強度Ⅱ）及び同「理解してくれていた人の異動があった」（平均的

な心理的負荷の強度Ⅰ）にそれぞれ該当するところ、決定書理由第２の２（２）

イ（ア）a において説示しているとおり、当審査会としても、当該出来事に

係る心理的負荷の総合評価は「中」と判断する。 

なお、請求人は、本件公開審理において、Ｅ課長補佐の転勤に伴い、同課

長補佐が担当していた本所との折衝業務が被災者の担当業務に追加されたが、

当該業務は被災者が不得手であったことから、その心理的負荷は大きなもの

であった旨主張しているが、当審査会としては、Ｆ次長が、「被災者にとって

は、慣れない仕事になったし、難儀をしたと思う。本所との折衝は慣れてお

らず、負担であったと思う。」旨述べていることから、被災者は、慣れない仕

事に戸惑い、精神的負担を感じたものと推認されるものの、常時緊張を強い

られるような状態となったことを認めるに足りる証拠はないことから、上記

のとおり心理的負荷の総合評価は「中」にとどまるものと判断したものであ

り、請求人の主張は採用することができない。 

イ 平成○年○月○日、取引先の役員からシステムのトラブルについてクレー

ムがあったこと 

請求人が主張する出来事は、認定基準別表１の「顧客や取引先からクレー

ムを受けた」（平均的な心理的負荷の強度Ⅱ）に該当するところ、決定書理由

第２の２（２）イ（ア）bにおいて説示しているとおり、当審査会としても、

その心理的負荷の総合評価は「弱」と判断する。 

ウ 被災者が担当していたプログラムが作成されていなかったこと 

請求人が主張する出来事は、認定基準別表１の「ノルマが達成できなかっ

た」（平均的な心理的負荷の強度Ⅱ）に該当するところ、決定書理由第２の２

（２）イ（ア）c において説示しているとおり、当審査会としても、その心

理的負荷の総合評価は「弱」と判断する。 

エ 以上からすると、業務による心理的負荷の全体評価は、決定書理由第２の

２（２）イの（ア）ｄ及び（イ）において説示しているとおり、当審査会と

しても、「中」と判断する。 

  なお、請求人は、本件公開審理において、平成○年○月○日を除き、被災

者は毎日残業しており、疲労が蓄積していた旨主張しているが、本件疾病発

病前１か月間の時間外労働時間は４４時間ないし４８時間程度であって、恒
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常的な長時間労働に従事していたとは認められないことから、請求人の主張

を採用することはできない。 

オ 請求人は、被災者は上司に叱責された日に死を決定しており、その死亡は

業務との因果関係があるものと考える旨主張し、Ｆ次長は、「平成○年○月○

日、本所のプログラム作成を担当するＧサポートから、プログラムの企画書

は届いたが、レイアウトの企画書が届いていない旨の連絡があったので、被

災者に対し、『提出するものがあれば、ちりぽり出すな。』、『残っているもの

があれば、まとめて早く出せ。』と強い口調で注意した。」旨述べているが、

当該出来事は本件疾病発病後の出来事であるから、心理的負荷の評価の対象

とすることはできない。 

また、請求人は、本件公開審理において、被災者が平成○年○月上旬の課

内打合せの席において、責任の追及を受けていることを考慮して心理的負荷

の強さを判断してほしい旨主張するが、Ｆ次長は、「平成○年○月初めの課内

打合せで確認したところ、被災者が１つやっていない仕事が判明した。しか

し、同月○日に強い口調で注意したことを除いて、今までに被災者を叱った

ことはない。」旨述べており、一件記録をみても、被災者がプログラムの作成

作業に未着手であることに対して責任を追及されたり、叱責を受けたりした

事実を認めるに足りる証拠はないことから、請求人の主張を採用することは

できない。 

さらに、請求人は、業務中の出来事により本件疾病が悪化し、被災者は死

に至った旨主張するが、一件記録を精査するも、被災者の本件疾病が悪化し

たことを認めるに足りる証拠はなく、同主張は採用することができない。 

（５）請求人のその他の主張についても子細に検討したが、上記結論を左右するに

足りるものは見いだせなかった。 

３ 以上のとおり、被災者の業務による心理的負荷の全体評価は「中」であって、

「強」には至らないことから、同人に発病した本件疾病は業務上の事由によるも

のであるとは認められず、その死亡も業務上の事由によるものであるとは認めら

れない。 

したがって、監督署長が請求人に対してした遺族補償給付を支給しない旨の処

分は妥当であって、これを取り消すべき理由はない。 
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よって主文のとおり裁決する。 

 


